


特定利用空港・港湾に関する対応状況等について 
港 湾 空 港 課  

 

国（内閣官房、防衛省、国土交通省、海上保安庁）から特定利

用空港・港湾として位置付けることについて説明を受けている 

４施設（秋田空港、大館能代空港、秋田港、船川港）について、

６月議会終了後に実施した調査・関係者への説明等の進捗状況及

び今後の対応方針は、次のとおり。 
 

１ 対応状況 

（１）国内における特定利用空港・港湾の状況 

既に特定利用空港・港湾に位置付けられている空港・港湾に 

ついて、インフラ管理者や防衛省に位置付け前後の利用状況や 

地域への影響等について聞き取りを行い、以下の状況を確認し 

た。 

 

・訓練回数については、空港・港湾により異なるが、事前調整 

が行われており、民生利用に影響が出るような大きな変化は 

ない。 

 ・国が策定した年間訓練計画等について、国と県が継続的に協 

  議・調整する場が定期的に設けられている。 

 

 

（２）本県における空港・港湾の状況 

 ①空港 

秋田空港に係る協定については、防衛省と見直しの方向性等に 

ついて協議し、第４「戦闘機の訓練に使用しない」旨の規定を削

除する方向での調整を行っている。 

 

 

◆航空自衛隊航空救難団秋田救難隊の設置運用に関する協定 

＜現行＞ 

第４ 防衛庁は、秋田空港に戦闘機を配備しないものとし、 

また、同空港を戦闘機の訓練にも使用しないものとする。 

＜見直し案＞ 

第４ 防衛省は、秋田空港に戦闘機を配備しないもの    

                          とする。 

 

 

②港湾 

８月１８日に秋田港、船川港の関係団体等に対し、説明

会を行った。 
・参加者：港湾振興会、漁業協同組合、港湾建設協会、 
     フェリー・物流事業者等 ３７名 
・特定利用空港・港湾に位置付けることへの反対意見

はなし。 

 

２ 今後の対応方針 

 ・秋田空港については、引き続き、防衛省と協定見直し

に向けた調整を行う。 

・秋田空港、大館能代空港の関係団体等に対し、説明を

行うこととしている。 

・４施設における最終的な受入の可否及び時期について

適切に判断していく。 

 

 


